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１．民間助成金をめぐる状況

　2004 年度から国の競争的研究資金の配分制度は大

きく変わり、各省庁の補助金の配分にあたってはプロ

グラム・オフィサーがそれぞれ資金配分にかかわる専

門家として配置され、さらにプログラム・ディレク

ターがオフィサーの業務を統括するようなシステムが

構築されました。これはアメリカの NSF(National

Science Foundation)や NIH(National Institute of

Health)などにおける制度にならったものです。

　わが国の研究費配分でもとくに多くの割合を占める

科学研究費補助金(科研費)についてみると、日本学術

振興会のもとに学術システム研究センターが設置さ

れ、3名のプログラム・ディレクター(所長1名、副所

長2名)と、学問分野ごとに9つの専門調査班で102名

のプログラム・オフィサー(主任研究員16名、専門研

究員86名)が任用されています(2005年12月現在)。プ

ログラム・オフィサーの数は、他の省庁などの競争的

研究資金制度もあわせると300名以上にのぼります。

　また、2006年度からは科学技術基本計画の第3期が

始まり、科学技術予算の着実な増加と、プログラム・

オフィサー制度の確立とがあいまって、国の研究費は

いっそう充実したものになっていくことが期待されま

す。

　いっぽう民間財団の助成金はあいかわらず厳しい状

態が続いています。

　当センターがまとめた最新の統計では、過去17年

間にわたり連続データがとれている118財団の年間助

成金の合計額は、国債の利回りの向上を反映して

2004 年度にはわずかに前年度より回復しましたが、

助成規模の縮小やプログラムの廃止・休止の傾向はま

だ続いています。

<次ページの図1参照>

　とはいえ、2004年度の実績統計が得られた645財団

(助成財団全数は約千百程度と推計される)の年間助成

金の合計額は約495億円であり、決して少ない額では

ありません。概して国の補助金よりも自由度が高く、

少額でも効果の大きい民間助成金は、まだまだ研究者

にとって貴重な財源であることには変わりはないで

しょう。

　こうした民間助成金へのアクセスはインターネット

のおかげで格段に便利になりました。ある程度の規模

の財団はほとんどが独自にWEBサイトを開設し、応募

要項・申請書の配布や過去の助成実績の開示も行って

います。その反面、情報が多すぎて肝心なサイトにな

かなかたどり着けないということがあります。たとえ

ば、昨年度の助成金応募ガイドでは、Google のサー

チエンジンで「助成金　募集」というキーワードか

ら、19 万件のレコードにヒットしたとご紹介しまし

たが、今年、同じキーワードで試したところ、実に77

万4千件と4倍ものヒットがありました。こうなると、

サーチエンジンでの検索は極めて困難になります。さ

らに、これらの情報の中には、当センターが提供する

データの子引き、孫引きも少なからず含まれていま

す。

　情報探索のひとつのコツはオリジナル・ソースを提

供するサイトへのアクセスということにあります。そ

の点で、国立情報学研究所の学術コンテンツ・ポータ

ルGeNii(http://ge.nii.ac.jp/genii/jsp/index.jsp)

や、科学技術振興機構の産学官連携 .JP(http://

sangakukan.jp/)などとならんで、民間助成金につい

て体系的にかつ網羅的に情報を集約した当センターの

サイト(http://www.jfc.or.jp/)の価値はますます高
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まってきたともいえます。とくに当センターのサイト

は、各財団の助成プログラムの応募ガイドだけでな

く、そのプログラムによる過去の助成実績についても

フリーワードで検索できるところに特徴があります。

具体的な財団のイメージがなくても、自分の研究課題

に関するキーワードを選んで検索すると、様々な財団

の助成実績の中から該当する課題がリストアップさ

れ、そこからボタンひとつで個々の財団の助成プログ

ラムまでたどることができます。お試しいただけると

その便利さが実感できると思います。

図1　過去17年間データありの118財団推移
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２．申請書の書き方について

　これまで本書では申請書の書き方のヒントをご紹介

してきました。今回も多少は繰り返しになるかもしれ

ませんがいくつか要点をご紹介します。

(1)論文ではなく企画書です
　申請書の本質としてまず理解しておいていただきた

いのは、それが論文ではなく企画書であるということ

です。叙述の骨子は、「これから何をしたいか、その

ためにどのような費用が必要か」ということに尽きる

と思います。

　よくありがちな失敗のひとつは、これまで何をして

きたかとか、どうあるべきなのかという議論に終始

し、肝心な、では具体的に何をどうするのかというこ

とについての説明が、ほとんど、あるいはまったくな

されていないというものです。

　科研費の申請書でも、従来は事務方が書式を設計し

ていたのに対し、2006 年度に向けての申請書からは

選考する側に立った設計を取り入れ、真っ先に「何を

どうする」という記述がくるように改良されたようで

す。

　そこまで親切に誘導してもらうまでもなく、まず、

何をしたいかを明確に述べ、その後に、それがなぜか

を、これまでの経緯や背景事情などから説明するとい

う叙述の形式が企画書としての有効なスタイルです。

もちろん、問題提起から説き始めて実際にやりたいこ

とまでを一気に読ませるスタイルもありますが、最初

の問題提起がこじつけくさいと、最後まで読んでもら

えないこともあり得ます。よほど筆力がないとリスク

の大きいスタイルとなるでしょう。

　企画書の要点は、何をしたいかということととも

に、どのような方法で、どれだけの費用をかけて、ど

れほどの期間でそれを達成するかという具体的な計画

を示すことでもあります。

　ここでありがちな失敗は、高い目標設定にくらべて

方法論、費用、スケジュールなどが著しく具体性・現

実性を欠くというものです。とくに、助成金において

は費用対効果ということが選考の重要な視点となりま

す。計画がいくらで実現できるのかということも、論

文とは異なる、企画書として大事なポイントです。

(2)財団の意図を考えて
　財団はもともと設立者がある目的をもって設立した

ものであり、当然、その活動分野や助成対象には財団

固有の優先順位があります。

　したがって、財団が設定した助成プログラムの趣旨

に合致しない申請は、いくら優れたものであっても審

査の対象にすらならない場合もあるということを理解

しておいてください。

　そこで、大事なことは財団の応募要項をよく読んで

助成の意図を正しく理解すること、それと同時に、過

去の助成実績からその意図がどのように助成対象に反

映しているかを探ることです。それが自分のやりたい

こととかけ離れている場合には、無理にこじつけて申

請書を書いても時間の無駄となる可能性が大です。

　また、最近多くの財団が重視している若手研究者奨

励の場合と、プロジェクト研究支援の場合とではテー

マ設定に対する選考上のウェイトに若干の違いがあり

ます。すなわち、若手奨励では申請テーマ自体の社会

性よりは学問的な独創性や成長の可能性などに選考の

重きが置かれますが、プロジェクト支援の場合には、

申請テーマが、財団が掲げる社会的な目標に対して具

体的にどのように寄与するかという合目的性も重視さ
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れます。やりたいプロジェクトと財団の趣旨設定との

重なり具合を吟味した上で、もっとも重なる部分に

テーマを絞るということもひとつの戦略です。

(3)読み手のことを考えて
　どの財団でも、応募数は増えることはあってもまず

減らないというのが実情で、競争率は数倍から数十倍

ときわめて高くなっています。ほとんどの財団は選考

委員会を設けて選考を行っていますが、選考委員一人

当たり読むべき申請書の量も数十件におよぶのが普通

です。そこで、申請書を作成するにあたっては、読む

立場のことを考えて書くことがきわめて重要なポイン

トとなります。

　書き手としては、いっぱい語りたい気持ちから、小

さな字で行間も詰めて書きたくもなります。しかし、

読み手となったときのことを考えれば、それがマイナ

スであることはすぐにわかると思います。ちなみに科

研費の申請書でも文字サイズと記載スペースは厳格に

決められています。ですから財団の申請書で、文字サ

イズまで指定がない場合でも、10－ 11ポ程度で行間

をきちんととって書くのは当然のマナーと考えるべき

でしょう。また、記載スペースが限られているのであ

れば、そのルールを無視してはいけません（ただし、

記載スペースが限られること自体が良いことかどうか

については別に議論はありますが…）。

　最近、パソコンの進歩によって図解や写真なども簡

単に扱えるようになりました。こうしたビジュアル表

現は効果的に使えば大いに説得力を発揮します。もし

財団の書式で許容されているのであればビジュアル表

現に工夫を凝らすことは読み手の直感的な理解を助け

る上で有効です。

　もうひとつ、読み手を想定する上では、その専門性

のレベルをどうとらえるかが大事です。一般的に財団

の選考委員会の場合、よほど対象領域が限定されてい

るのでないかぎり、申請者と全く同じ領域の専門家が

審査にあたる確率はかなり低いと考えるべきです。と

なると、ある専門領域では自明の前提でも他の領域の

専門家には説明を要することとなり、また、専門用語

の多用は理解を妨げる結果となります。そこで最も汎

用性の高い戦略が、最初から素人を読み手と想定して

書くということになります。とりわけ民間財団のプロ

グラムでは、助成することの意味を最終的には社会に

向かって説明しなければならないという「説明責任」

が課せられていますから、その分、「素人にとっての

分かり易さ」は最初から意識しておいたほうが良いと

思われます。




